
薩摩川内市建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律 

事務処理要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成

２７年法律第５３号。以下「法」という。）に基づく建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定及び建築物のエネルギー消費性能に係る認定等に関し、

必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要領において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号

に定めるところによるほか、法及び建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

に定義されているものと同一とする。 

 ⑴  性能向上計画認定 法第３５条第１項に基づく建築物エネルギー消費

性能向上計画の認定をいう。 

 ⑵  基準適合認定 法第４１条第２項に基づく建築物のエネルギー消費性

能に係る認定をいう。 

⑶ 登録住宅性能評価機関 住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成１

１年法律第８１号、以下「品確法」という。）第５条第１項に規定する登

録住宅性能評価機関をいう。 

⑷  登録建築物エネルギー消費性能判定機関 法第１５条第１項に規定す

る登録建築物エネルギー消費性能判定機関をいう。 

（適合証） 

第３条 薩摩川内市手数料条例（平成１６年薩摩川内市条例第７０号）別表第

３の６１の項の⑴のアに規定する市長が認める書類は、次の各号に掲げる認定

の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める書類（以下「適合証」という。）と

する。 

 ⑴ 性能向上計画認定（変更認定申請を含む。） 申請に係る建築物の区分に

応じ、次に掲げる書類のいずれかに該当するもの 

  ア 登録建築物エネルギー消費性能判定機関による技術的審査適合証 

  イ  登録住宅性能評価機関による品確法第６条第１項に規定する設計住

宅性能評価書（日本住宅性能表示基準（平成１３年国土交通省告示第１

３４６号）に基づく断熱等性能等級４及び一次エネルギー消費量等級５

に適合している場合に限る。）の写し  

⑵  基準適合認定 申請に係る建築物の区分に応じ、次に掲げる書類のいずれ

かに該当するもの 

ア 登録建築物エネルギー消費性能判定機関による技術的審査適合証 

イ  法第１２条第６項に規定する適合判定通知書の写し及び建築基準法

第７条第５項、第７条の２第５項又は第１８条第１８項に規定する検査

済証（以下「検査済証」という。）の写し 



ウ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律施行規則（平成２８

年国土交通省令第５号。以下「規則」という。）第２５条第２項の通知

書の写し及び検査済証の写し又は第９条の規定による工事完了報告書

の写し 

エ 都市の低炭素化の促進に関する法律（平成２４年法律第８４号）第５

４条第１項に基づく認定に係る都市の低炭素化の促進に関する法律施

行規則（平成２４年国土交通省令第８６号）第４３条第２項の通知書の

写し及び検査済証の写し又は薩摩川内市都市の低炭素化の促進に関す

る法律事務処理要領第８条の規定による工事完了報告書の写し 

オ  登録住宅性能評価機関による品確法第６条第３項に規定する建設住

宅性能評価書（日本住宅性能表示基準に基づく断熱等性能等級４及び一

次エネルギー消費量等級４又は等級５に適合している場合に限る。）の

写し 

（性能向上計画認定申請） 

第４条 法第３４条第１項の規定による認定の申請をしようとする者（以下

「計画認定申請者」という。）は、規則に定める認定申請書の正本１部及び

副本１部に、それぞれに規則第１条第１項に定める図書を添えたもの（以下

「計画認定申請書」という。）を、市長に提出しなければならない。 

２ 計画認定申請書を提出する際、前条に規定する適合証を添付する場合は、

それぞれ当該適合証及び当該適合証の写しを添えたものを、市長に提出しな

ければならない。 

３ 前項の適合証は、法第３５条第１項各号に掲げる基準に適合しているもの

であることとする。 

４  第１項の認定に係る計画について建築基準法第６条第４項の規定による

確認済証の交付を受けている場合、計画認定申請者に対して当該確認済証及

び同条第１項の規定による確認申請書の副本の提示を求め、計画認定申請書

との照合を行うものとする。 

５ 第１項の認定は、エネルギー消費性能の向上に資する建築物の新築等に係

る工事の着工前であれば申請できるものとする。 

６ 市長は、計画認定申請者に対し認定申請の内容を審査したうえで、必要な

助言、指導及び指示を行うことができる。 

（性能向上計画認定） 

第５条 市長は、計画認定申請書の内容が法第３５条第１項各号の規定による

基準に適合していることを認める場合は、規則第２５条に定める通知書に計

画認定申請書の副本を添えて、計画認定申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、計画を認定しない場合はその理由を添えて、認定しない旨の通知

書（様式第１号）を計画認定申請者に通知するものとする。 

（確認申請を伴う場合） 

第６条 計画認定申請者は、法第３５条第２項の規定による申出を行う場合は、



計画認定申請書に確認申請書の正本２部及び副本１部を添えたものを、市長

に提出するものとする。 

２ 市長は、前項の申請を受ける場合は、確認申請書の正本及び副本に「建築

物のエネルギー消費性能の向上に関する法律第３５条第２項による申出」と

記入させるものとする。 

３ 市長は、第１項の申請に係る建築物が、建築基準法第６条の３第１項の構

造計算適合性判定を要するものであるときは、同条第７項を準用し、計画認

定申請者に適合判定通知書又はその写し（以下「適合判定通知書等」という。）

の提出を求めるものとする。 

４ 市長は、第１項の申出があった場合は、法第３５条第３項の規定に基づき、

確認申請書の正本２部及び副本１部を建築主事に通知するものとする。 

５ 市長は、認定申請者から第３項の規定に基づき提出された適合判定通知書

等を建築主事に送付するものとする。 

６  建築主事は、第４項による通知に係る建築物の計画が、建築基準法第６条

第１項の規定による建築基準関係規定に適合する場合は、確認済証に確認申

請書の副本を添えたものを、市長に通知するものとする。 

７ 建築主事は、前項の場合において、第４項における通知に係る建築物が建

築基準法第６条の３第１項の構造計算適合性判定を要するものである場合

は、市長から第５項の送付を受けた場合に限り、前項の通知を行うこととす

る。 

８ 市長は、第６項の通知を受け性能向上計画認定を行う場合は、認定通知書

に計画認定申請書の副本及び確認申請書の副本を添えたものを、計画認定申

請者に通知するものとする。 

（変更認定） 

第７条 法第３６条第１項に規定する認定建築主（以下「認定建築主」という。）

は、同項の規定による建築物エネルギー消費性能向上計画の変更の認定（以

下「変更認定」という。）を申請しようとする場合は、前３条の規定を準用

するものとする。 

２ 認定建築主は、規則第２６条各号の規定による軽微な変更をしようとする

場合は、軽微な変更届（様式第２号）を市長へ届け出るものとする。 

（取下届等） 

第８条 認定建築主は、性能向上計画認定又は変更認定（以下「認定等」とい

う。）の申請を取り下げようとする場合は、取下届（様式第３号）を市長に

届け出るものとする。 

２ 認定建築主は、認定等を受けた建築物について、認定等に係る建築物の建

築を取り止める旨の申出を行う場合は、取止届（様式第４号）に認定等を受

けたことを証する書類を添えて、市長に届け出るものとする。 

３ 認定建築主は、前項の規定に基づく届け出を行う場合は、事前に市長と協

議するものとする。 



（工事完了報告） 

第９条 認定建築主は、認定等を受けた建築物の工事が完了した場合は、工事

完了報告書(様式第５号)に検査済証の写し（建築基準法第６条第１項の規定

による確認を受けた場合に限る。）及び工事写真を添えて市長へ届け出るも

のとする。 

（改善命令） 

第１０条 市長は、法第３８条に基づく命令を行う場合は、認定建築主に対し、

改善命令書（様式第６号）を交付するものとする。 

（基準適合認定申請） 

第１１条 法第４１条第１項の規定による認定の申請をしようとする者（以下

「基準適合認定申請者」という。）は、規則第３０条に定める認定申請書の

正本１部及び副本１部に、それぞれに規則第１条第１項に定める図書を添え

たもの（以下「基準適合認定申請書」という。）を、市長に提出しなければ

ならない。 

２ 基準適合認定申請書を提出する際、第３条に規定する適合証を添付する場

合は、それぞれ当該適合証及び当該適合証の写しを添えたものを、市長に提

出しなければならない。 

３ 前項の適合証は、法第２条第３号に規定する建築物エネルギー消費性能基

準に適合しているものであることとする。 

４ 市長は、基準適合認定申請者に対し認定申請の内容を審査したうえで、必

要な助言、指導及び指示を行うことができる。 

（基準適合認定） 

第１２条 市長は、基準適合認定申請書の内容が法第４１条第２項の規定によ

る基準に適合していることを認める場合は、規則第３１条に定める通知書に

基準適合認定申請書の副本を添えて、基準適合認定申請者に通知するものと

する。 

２ 市長は、前項の認定をしない場合はその理由を添えて、認定しない旨の通

知書（様式第１号）を基準適合認定申請者に通知するものとする。 

（取下届） 

第１３条 基準適合認定申請者は、認定の申請を取り下げようとする場合は、

取下届（様式第３号）を市長に届け出るものとする。 

（報告の徴収） 

第１４条 市長は、法の施行に必要な場合は、認定建築主に対し、エネルギー

消費性能の向上のための建築物の新築等の状況に関し、状況報告書（様式第

７号）の提出による報告を求めることができる。 

２ 市長は、法の施行に必要な場合は、法第４１条第２項の認定を受けた者に

対し、基準適合認定建築物の建築物エネルギー消費性能基準への適合に関す

る事項に関し、適合状況報告書（様式第８号）の提出による報告を求めるこ

とができる。 



（認定の取消し） 

第１５条 市長は、次に掲げる場合には、認定建築主に対し、認定取消通知書

（様式第９号）を交付し、性能向上計画認定を取り消すことができる。 

 ⑴ 認定建築主が法第３８条に規定する命令に違反した場合 

 ⑵ 認定建築主から第８条第２項の規定による届出の提出があった場合 

２ 市長は、法第４２条の規定により、法第４１条第２項の認定を受けた者に

対し、認定取消通知書（様式第９号）を交付し認定を取り消すことができる。 

（台帳の整備） 

第１６条 市長は、性能向上計画認定を受けた建築物及び基準適合認定建築物

の台帳を整備し、認定等、報告及び届出等の事項を記録しておかなければな

らない。 

（その他） 

第１７条 前条までの規定により難い場合は、別途、市長が定めるものとする。 

附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要領は、令和３年１月２０日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式による用紙は、当

分の間、これを取り繕って使用することができる。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 


